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第１章 計画策定の趣旨と概要 

１ 計画策定の趣旨 

総合計画は、よりよいまちづくりを総合的かつ計画的に推進するための市政

の基本方針としての役割と性格をもつものであり、市の最上位計画と位置付け

られます。 

本市では、平成 27 年度を目標年次とする「第３次南国市総合計画」を平成

1８年度に策定し、計画に掲げた将来像「みんなで築く 健康で安心な いき

いき文化交流・産業拠点のまち」の実現を目指して、これまで計画的にまちづ

くりを進めてきました。 

この間、日本の総人口は減少に転じ、少子高齢化が進行するなか、ライフス

タイルの変化や都市と地方の格差拡大、東日本大震災を教訓とした地震に対す

る安全・安心意識の高まり、環境・エネルギーなど環境保全意識の高まり、ま

た、経済のグローバル化の進行等に対応する地域産業の新しい方向性の模索な

ど、本市及びわが国を取り巻く情勢は大きく変化してきています。 

平成１７年国勢調査で念願の５万人を突破した本市の人口は、日本の総人口

と同様に、平成２２年国勢調査において減少に転じました。 

これらの社会情勢に対して、国においては、行政サービスを地域の実情に応

じたものにし、地方自治体に対して、自治体自らの判断と責任のもと、自主的

かつ自律的な行財政運営が求められるようになりました。そして、国と地方公

共団体が、国民とともに問題意識を共有しながら、危機感を持って人口減少克

服と地方創生に取り組む地方創生事業を創設するなど、いま、全国の自治体に

対して、人口減少対策に本格的に取り組むことが求められています。 

このような状況を踏まえ、本市では「第３次総合計画」の計画期間満了に伴

い、こうした内外の動向に的確に対応し、市民と行政が一体となってまちづく

りに取り組み、今後大きく発展していく南国市を築いていくために、総合的か

つ計画的なまちづくりを進めていくための今後１０年間の指針となる「第４次

南国市総合計画」を策定するものです。 
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２ 計画の役割と期間 

（１）計画の役割 
「第４次南国市総合計画」は、今後の南国市のまちづくりの基本方向を示す

もので、次のような性格と役割を持っています。 

 

◎役割１ 市民協働のまちづくりを進めるための共通目標 

今後のまちづくりの方向性と必要な施策をわかりやすく示すとともに、南国

市の特性を生かし、市民一人ひとりが主体的に参画し、市全体で連携・協働し

てまちづくりを進めるための共通目標となるものです。 

 

◎役割２ 地域経営を進めるための行財政運営の指針 

地方分権時代にふさわしい地域経営の確立に向けて、様々な施策や事業を総

合的かつ計画的に推進するための、行財政運営の総合指針となるものです。 

 

◎役割３ 広域行政に対する連携の基礎 

国や高知県、定住自立圏・物部川流域ブロック等の広域的な行政に対して、

本計画実現に向けて必要な施策や事業を調整・反映させていく連携の基礎とな

るものです。 

 

 

本計画は、21 世紀の激しく変動する社会経済のなかで、日本全国において

進行する少子高齢化社会と人口減少問題に正面から立ち向かい、市民がそれぞ

れに夢を抱き、その実現に向けて展開する多種多様なまちづくり施策やまちづ

くり事業の根幹に位置します。 

市民と行政、ここに住む人々みんなで心をあわせて新しい時代を切り拓き、

豊かな自然に抱かれたわがまち・南国市が、夢のもてる特色ある「まち」とし

て一層の発展を続けていく願いをこめた計画となっています。 
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（２）計画の構成と期間 
本計画は、「基本構想」、「基本計画」及び「実施計画」の３層で構成します。

それぞれの内容構成と期間は、以下のとおりです。 

 

■ 基本構想 

基本構想は、本市の目指すべき将来像とそれを実現するための基本目標を示

すものです。 

計画期間は、平成 28 年度から平成 37 年度までの 10 年間とします。 

 

■ 基本計画 

基本計画は、基本構想に基づき、その実現を図るために必要な基本的施策等

を体系的に示すものです。 

計画期間は、前期５年間、後期５年間とし、このうち前期基本計画は平成

28 年度を初年度に、平成 32 年度を目標年度とします。 

 

■ 実施計画 

実施計画は、基本計画に示した基本的施策を、具体的に実施する事業を定め

るものであり、事業の優先順位や具体的な事業内容等を示すことにより、予算

編成の指針となるものです。 

計画期間は３年間とし、毎年ローリング方式で事業の進捗管理と見直しを図

り、本計画の進行管理の役割を担います。 

 

第４次南国市総合計画の構成と期間 

 

 

 

 

前期５か年 

前期５か年の評価 後期５か年の見直し 

後期５か年 

10 か年 

平成  28   29   30   31   32   33   34   35   36   37 年度 
（2016）                          （2025） 

（毎年度ローリング） 

基本構想 

基本計画 

実施計画 
３か年 
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第２章 計画策定における背景 
本計画の策定にあたっては、第３次南国市総合計画基本構想と基本計画の達

成状況を踏まえつつ、直近の市民ニーズの動向や市の将来人口の見通し、社会

動向等を十分に踏まえ、新たな視点を取り入れていくことが必要です。 

本計画策定にあたって踏まえるべき背景をまとめると、以下のとおりです。 

 

 

１ 南国市の特性・資源 

新たなまちづくりの方向性を定めるにあたっては、本市の特性や資源を最大

限に生かし、さらに磨き上げていく視点に立ち、本市の特性をあらためてとら

え直す必要があります。本市の生かすべき代表的な特性・地域資源は、次のと

おりです。 

 

◎特性１ 交通要衝のまち 「なんこく」 

高知龍馬空港、ＪＲ線、土佐くろしお鉄道、路面電車などの公共交通をはじ

めとして、高知自動車南国ＩＣを有し、高知東部自動車道の建設も進み、高知

新港にも隣接しています。交通利便性が高く、「ひと」と「もの」の流れにお

ける高知県の玄関口・交通要衝のまちと言えます。 

 

◎特性２ 安心のまち 「なんこく」 

高知大学医学部付属病院、ＪＡ高知病院をはじめとする医療機関が充実して

います。また、防災行政無線も整備し、市民の方へ迅速な情報提供を行えるよ

うになりました。さらに、南海トラフ地震に備えて津波避難タワーの建設、防

災コミュニティセンターの整備も進んでいます。市民だけでなく、本市を訪れ

た人々も安心して過ごすことのできるまちづくりが進んでいます。 

 

◎特性３ 食育のまち 「なんこく」 

本市では温暖な気候という好条件も併せて、園芸野菜として、ピーマン、な

す、ししとう、生姜などの生産が盛んです。また、早場米の産地として有名で

あり、四方竹やゴーヤなどの作物も特産物として栽培されています。 

これらの豊かな食材を生かし、特色ある学校給食が行われており、「食育の

フロントランナー」として、「食」をテーマにまちづくりが進んでいます。 
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◎特性４ 学びのまち 「なんこく」 

本市には、学術研究拠点として高知大学医学部及び農学部、高知工業高等専

門学校などの高等教育機関が立地しています。また、国内唯一、世界でも３か

所しかない研究機関、海洋コア総合研究センターがあり、多くの研究者が集ま

っています。こうした「学び」の場を反映して、本市には、高知大学への留学

生を中心に、外国人住民が多数住んでいます。家族とともに滞在する方が多い

ことから、南国市国際交流協会を中心とした市民レベルの交流も盛んに行われ

ています。 

また、田村遺跡や岡豊城址、紀貫之邸跡など数多くの遺跡をはじめ、特別天

然記念物である長尾鶏や各地域でのまつりなどの伝統文化が、今に伝えられて

います。さらに、県立歴史民俗資料館も立地し、貴重な歴史遺産等の保存・研

究等が進められています。 

 

◎特性５ 働くまち 「なんこく」 

本市には、南国オフィスパーク、なんごく流通団地、高知みなみ流通団地な

どの企業団地が立地しています。世界的なシェアをもつ製造業の企業のほか、

流通業とともに、電子・デバイスやＩＴ関連業の企業も増加し、「働く場」が

多くあります。 

また、本市で就職し、定住ができるよう、職業情報提供や創業・求職者向け

セミナーの開催を行っています。 
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２ 市民ニーズの動向 

本計画の策定にあたって、平成 26年８月に満 16 歳以上の市民の中から無

作為に抽出した 3,000人を対象に市民アンケート調査を実施しました。有効

回答 1,044 票、有効回収率 34.8％でした。この結果からまちの現状評価や

今後期待するまちづくりの方向など、新たなまちづくりに向けた市民ニーズを

まとめると次のとおりです。 

 

（１） 市民のまちへの愛着度と今後の定住意向について 

南国市に「愛着を感じている」と「やや愛着を感じている」をあわせた“愛

着を感じている”と回答した市民はおよそ 79％、「住み続けたい」と「どち

らかといえば住み続けたい」をあわせた“住み続けたい”とする市民は 86％

となりました。まちへの愛着度が高く、また住み続けたいという定住意向も前

回アンケートよりさらに高まっています。 

 

まちへの愛着度 

 

 

 

 

 

 

 

今後の定住意向 

 

 

 

 

 

 

 

42.2

41.9

33.0

37.5

19.0

15.7

4.3

3.0

1.4

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

前回

今回

愛着を感じている やや愛着を感じている あまり愛着を感じていない 愛着を感じていない 無回答

47.7

47.1

33.4

38.9

15.3

10.6

1.7

2.3

1.9

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

前回

今回

住み続けたい どちらかといえば住み続けたい どちらかといえば住みたくない 住みたくない 無回答
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（２） 市の各施策についての満足度 
 

● 満足度が最も高い項目は「防災対策、消防・救急対策の充実」。次いで「環

境衛生とリサイクル対策の推進」、「保健・医療活動の充実」の順。 

● 満足度が最も低い項目は「雇用対策と勤労者福祉の充実」。次いで「市街

地の整備」、「財政運営の効率化」の順。 

 

市の各施策について、現在どの程度満足しているかを把握するため、「第３

次南国市総合計画」に基づいて、生活環境分野、生活基盤分野、産業分野、保

健・医療・福祉分野、教育・文化分野、協働・行財政分野の６分野 35 項目を

設定し、項目ごとに「満足している」、「どちらかといえば満足している」、「ど

ちらともいえない」、「どちらかといえば不満である」、「不満である」の５段階

で評価してもらい、その結果を加重平均値による数量化で評価点（満足度：最

高点 10 点、中間点０点、最低点－10 点）を算出しました。 

その結果、満足度評価が高い上位 10項目と、満足度評価が低い下位 10項

目を一覧にすると下表のとおりでした。 

 

満足度評価が高い上位 10項目 満足度評価が低い下位 10項目 

防災対策、消防・救急対策の充実 

環境衛生とリサイクル対策の推進 

保健・医療活動の充実 

文化財の保護・継承 

情報公開体制・制度の充実 

交通安全・防犯・消費者対策の充実 

地域活動・コミュニティ活動の充実 

上・下水道の整備 

学校教育の充実 

スポーツ・レクリエーション活動の充実 

雇用対策と勤労者福祉の充実 

市街地の整備 

財政運営の効率化 

商業の振興 

観光の振興 

行政運営の改革の推進 

工業の振興 

調和のとれた土地利用の推進 

道路・交通網の整備 

広域行政の推進 

 

満足度の高い項目は、「防災対策、消防・救急対策の充実」が最も高く、南

海トラフ地震対策などへの市民の評価ではないかと考えられます。また、「交

通安全・防犯・消費者対策の充実」も高く、安全・安心のまちづくりへの評価

が高くなっています。さらに、「文化財の保護・継承」、「学校教育の充実」、「ス

ポーツ・レクリエーション活動の充実」など、教育・文化に関する項目への満
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足度が高くなっています。 

逆に、満足度の低い項目は、「雇用対策と勤労者福祉の充実」が最も低く、

国民の“働き方”が変化する中で、雇用対策への不満が大きいと考えられます。

また、市街地における住環境整備への不満があると考えられます。さらに、商

業・観光・工業の振興など、産業振興に対して満足度が低くなっています。 

 

市の各施策についての現状満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.11 

0.43 

0.79 

0.06 

0.21 

2.25 

1.02 

-0.43 

0.71 

1.35 

-0.67 

-1.54 

-0.66 

0.15 

-0.20 

0.26 

1.24 

0.10 

-0.36 

-0.20 

-0.43 

0.45 

0.69 

0.10 

0.54 

1.21 

0.37 

-0.47 

-0.67 

-1.04 

-0.91 

-1.76 

-0.68 

-1.12 

-0.48 

-6 -5 -4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6

情報公開体制・制度の充実

市民参画・地域協働体制の確立と推進

地域活動・コミュニティ活動の充実

ボランティア活動・ＮＰＯ活動の充実

人権対策・男女共同参画対策の充実

防災対策、消防・救急対策の充実

交通安全・防犯・消費者対策の充実

環境保全、景観形成、公園・緑地の整備

上・下水道の整備

環境衛生とリサイクル対策の推進

調和のとれた土地利用の推進

市街地の整備

道路・交通網の整備

情報・通信基盤の整備

住宅対策の充実

地域福祉の推進

保健・医療活動の充実

子育て支援対策の充実

高齢者福祉の充実

障害者福祉の充実

社会保障等の充実

生涯学習体制の充実と活動の推進

学校教育の充実

芸術・文化活動の充実

スポーツ・レクリエーション活動の充実

文化財の保護・継承

国際交流・地域間交流活動の推進

農林水産業の振興

工業の振興

商業の振興

観光の振興

雇用対策と勤労者福祉の充実

行政運営の改革の推進

財政運営の効率化

広域行政の推進

全体
不満 満足

１ 地域協働の
まちづくり

２ 快適環境の
まちづくり

３ 健康福祉の
まちづくり

４ 文化交流の
まちづくり

５ 産業拠点の
まちづくり

６ 構想推進の
ために
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（３） 市の各施策についての今後の重要度 
 

● 重要度が最も高い項目は「防災対策、消防・救急対策の充実」。続いて「交

通安全・防犯・消費者対策の充実」、「道路・交通網の整備」、「上・下水道の

整備」の順。 

 

市の各施策について、今後どの程度重視しているかを把握するため、満足度

と同じ６分野 35 項目について、項目ごとに「重視している」、「やや重視して

いる」、「どちらともいえない」、「あまり重視していない」、「重視していない」

の５段階で評価してもらい、その結果を加重平均値による数量化で評価点（重

要度：最高点 10 点、中間点０点、最低点-10点）を算出しました。 

その結果、重要度評価が高い上位 10項目は下表のとおりでした。 

 

重要度評価が高い 10項目 

第１位 

第２位 

第３位 

第４位 

第５位 

第６位 

第７位 

第８位 

第９位 

第 10位 

防災対策、消防・救急対策の充実 

交通安全・防犯・消費者対策の充実 

道路・交通網の整備 

上・下水道の整備 

保健・医療活動の充実 

高齢者福祉の充実 

学校教育の充実 

雇用対策と勤労者福祉の充実 

社会保障等の充実 

環境保全、景観形成、公園・緑地の整備 

 

特に、第１位の「防災対策、消防・救急対策の充実」は、前項(2)の満足度

でも第１位であり、市民に特に重視されている施策であることがわかります。

また、第２位が「交通安全・防犯・消費者対策の充実」となっており、市民が

何よりも安全・安心なまちづくりを望んでいることがわかります。次いで、「道

路・交通網の整備」、「上・下水道の整備」と続き、インフラ整備を望んでいる

こと、さらに、市民からは福祉、教育の施策の充実が重要視されています。 
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市の各施策について今後のまちづくりにあたっての重要度評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.24 

2.05 

2.57 

1.68 

1.79 

6.41 

5.34 

4.49 

5.07 

4.30 

3.34 

3.75 

5.08 

3.24 

2.68 

3.78 

5.02 

4.43 

4.92 

3.97 

4.58 

2.52 

4.89 

2.56 

2.49 

2.66 

1.77 

3.83 

3.19 

3.66 

3.51 

4.69 

3.47 

4.00 

3.09 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

情報公開体制・制度の充実

市民参画・地域協働体制の確立と推進

地域活動・コミュニティ活動の充実

ボランティア活動・ＮＰＯ活動の充実

人権対策・男女共同参画対策の充実

防災対策、消防・救急対策の充実

交通安全・防犯・消費者対策の充実

環境保全、景観形成、公園・緑地の整備

上・下水道の整備

環境衛生とリサイクル対策の推進

調和のとれた土地利用の推進

市街地の整備

道路・交通網の整備

情報・通信基盤の整備

住宅対策の充実

地域福祉の推進

保健・医療活動の充実

子育て支援対策の充実

高齢者福祉の充実

障害者福祉の充実

社会保障等の充実

生涯学習体制の充実と活動の推進

学校教育の充実

芸術・文化活動の充実

スポーツ・レクリエーション活動の充実

文化財の保護・継承

国際交流・地域間交流活動の推進

農林水産業の振興

工業の振興

商業の振興

観光の振興

雇用対策と勤労者福祉の充実

行政運営の改革の推進

財政運営の効率化

広域行政の推進

全体

１ 地域協働の
まちづくり

２ 快適環境の
まちづくり

３ 健康福祉の
まちづくり

４ 文化交流の
まちづくり

５ 産業拠点の
まちづくり

６ 構想推進の
ために

重要
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（４） 今後の南国市のまちづくりにあたっての重点方向 

今後のまちづくりにあたっての重点方向としては、「安心･安全の防災のまち」

（60.2％）が第１位、次いで「健康福祉のまち」（46.7％）、「快適住環境の

まち」（34.6％）、「子育て･教育のまち」（31.8％）が上位となっています。

これは、前項(3)の施策の重要度評価とも相通じるところです。 

これを年齢別にみてみると、30 代では「子育て･教育のまち」が第１位と

なっており、子育て世代の思いが表れています。その他の年齢層では「安心・

安全の防災のまち」が第１位になっています。また、年齢層が高くなるほど「健

康福祉のまち」が高い傾向があり、各世代によって重点方向の考えに若干の相

違がみられます。 

 

南国市のこれからのまちづくりの重点方向（上位７位まで／複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後のまちづくりの重点方向について（年代別上位３位まで／複数回答） 

 第１位 第２位 第３位 

年
齢 

10代 
安心･安全の防災のまち 快適住環境のまち 環境保全のまち 

66.7 46.2 38.5 

20代 
安心･安全の防災のまち 子育て･教育のまち 快適住環境のまち 

71.8 43.6 41.0 

30代 
子育て･教育のまち 安心･安全の防災のまち 健康福祉のまち 

70.4 62.6 36.5 

40代 
安心･安全の防災のまち 快適住環境のまち／健康福祉のまち 

61.1 42.7 

50代 
安心･安全の防災のまち 健康福祉のまち 環境保全のまち 

55.0 47.5 34.4 

60代 
安心･安全の防災のまち 健康福祉のまち 快適住環境のまち 

58.9 46.8 35.9 

70歳以上 
安心･安全の防災のまち 健康福祉のまち 快適住環境のまち 

60.8 56.5 29.4 

 
 

 

60.2

46.7

34.6

31.8

28.9

17.0

15.9

0 10 20 30 40 50 60 70

安心･安全の防災のまち

健康福祉のまち

快適住環境のまち

子育て･教育のまち

環境保全のまち

商工業のまち

農林業のまち

（％）n=1044
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３ 人口推移と将来人口の見通し 

（１） 人口と世帯数の推移 

本市の人口を国勢調査人口でみると、増加してきた人口は、平成１７年に

50,758 人と初めて５万人を突破しましたが、これをピークに減少に転じ、

平成２２年には 49,472 人と再び５万人を下回り、第３次総合計画の目標人

口（平成２７年度 53,000 人）を大きく下回っています。この間、一世帯当

たり人数も減少を続け、平成２２年国勢調査では 2.55 人まで減少し、全国と

同様に、本市の家族構成も大きく変化しつつあることがうかがえます。 

年齢３区分別人口の推移では、年少人口（15歳未満）は減少し続けています

が、平成２２年には、年少人口に加えて生産年齢人口（15～64歳）も減少に

転じ、しかも急激に減少しています。一方で、老年人口は増加し続けており、

本市においても老年人口比率（高齢化率）が上昇し、着実に少子高齢化が進ん

でいます。 

 
年齢３区分別人口の推移（国勢調査） 

（単位：人、世帯、人／世帯、％） 

          年 
 
項目 

平成７年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 
年平均増減率 

H7～H12 H12～H17 H17～H22 

総人口 48,192  49,965  50,758  49,472  0.74 0.32 △ 0.51 

  年少人口 7,614  7,269  6,987  6,592  
△ 0.91 △ 0.78 △ 1.13 

  (15歳未満） (15.8%) (14.5%) (13.8%) (13.3%) 

  生産年齢人口 31,169  31,980  31,985  30,092  
0.52 0.00 △ 1.18 

  (15～64歳） (64.7%) (64.0%) (63.0%) (60.8%) 

  老年人口 9,401  10,711  11,786  12,535  
2.79 2.01 1.27   (65歳以上） (19.5%) (21.4%) (23.2%) (25.3%) 

世帯数 16,410  18,268  19,296  19,377  2.26 1.13 0.08 

一世帯当人数 2.94  2.74  2.63  2.55  - - - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9,401 10,711 11,786 12,535

31,169
31,980 31,985 30,092

7,614
7,269 6,987 6,592

48,192
49,965 50,758 49,472

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

単位：人

年少人口

(15歳未満）

生産年齢人口

(15～64歳）

老年人口

(65歳以上）



第１部 序論 

 

 14 

（２） 将来人口の見通し 

本市の総人口、人口構成等の今後の推移については、国立社会保障・人口問

題研究所の推計によれば、下表のとおり予測されています。総人口は、今後ゆ

るやかに減少を続け、平成３２年には 45,000 人程度、さらにその５年後の

計画目標年の平成３７年には 42,500 人程度になるとされています。 

この間、少子高齢化は着実に進行し、老年人口比率は平成３２年には32.2%、

平成３７年には 33.6%となり、老年人口は総人口の４分の１程度から３分の

１程度まで上昇していくことが予想されています。逆に、生産年齢人口比率は、

平成２２年の 60.8％から 56.7％まで減少していくと予想されています。 

今後のまちづくりについては、このような人口構成の予測を踏まえながらも、

人口減少に歯止めをかけ、増加に転じることができるよう、各種施策を推進し

ていく必要があります。 

 

年齢３区分別人口の予測結果 
（単位：人、％） 

                 年 

 

項目 
平成 22年 平成 32年 平成 37年 

年平均増減率 

H22～H32 H32～H37 

総人口 49,472  45,059  42,533  △ 0.89 △ 1.12 

  

年少人口 

(15歳未満） 

6,592  4,886  4,106  
△ 2.59 △ 3.19 

(13.3%) (10.8%) (9.7%) 

生産年齢人口 

(15～64歳） 

30,092  25,672  24,131  
△ 1.47 △ 1.20 

(60.8%) (57.0%) (56.7%) 

老年人口 

(65歳以上） 

12,535  14,501  14,296  
1.57 △ 0.28 

(25.3%) (32.2%) (33.6%) 

（注）平成 22年度は実績値。ただし、年齢不詳が 253人いるため階層区分人口の合計と総人口が不一致。 
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４ 南国市を取り巻く社会の動向 

（1） 安全安心に対する意識の高まり 

東日本大震災の発生を契機とした、市民の安全・安心への意識の高まりの中、

平成２４年に中央防災会議防災対策推進検討会議が南海トラフ地震の被害想

定を公表しました。この中で、甚大な被害が想定されたことにより、自然災害

を“防ぐ”という観点から、“減らす”という考え方に軸足を移しています。

自然災害を減らす「減災」の考え方の下、ハード・ソフト両面から対策を講じ

る必要があります。 

また、近年我が国では集中豪雨などの「想定外」の被害が相次いで発生して

います。地震・津波対策だけでなく、台風や集中豪雨などによる土砂災害、河

川洪水といった自然災害にも対策が必要です。 

さらに、子どもや高齢者、食の安全に関する事件・事故などが多発し、国民

生活の安全・安心を脅かす不安要素が増加する中、安全で、安心して暮らせる

社会の確立を求める人々の意識が高まっています。 

 

（2） 少子高齢化、人口減少の進行と活力の低下 

65 歳以上の高齢者が集落人口の半数を超え、集落の維持・管理・運営が困

難な状態におかれている集落は、「限界集落」と呼ばれています。また、日本

創生会議・人口減少問題検討分科会は、2010年から 2040 年までの 30 年

間で、20～39 歳の女性の人口が５割以上減少すると推計される自治体が

896 あり、これを「消滅可能性都市」としています。少子高齢化、人口減少

の進行により、生産年齢層の急激な減少による労働力不足、社会保障費の負担

増など、社会経済全般にさまざまな影響を与えることが予測されています。 

さらに、社会構造が大きく変化し、財政状況はますます厳しくなる中、効率

的な行政運営と住民サービスの維持・向上を図るため、地方分権が進められて

います。国・地方とも税収不足や、高齢化等に伴う医療費や年金、福祉といっ

た社会保障費の増大などの要因により、今後、道州制等を巡る議論もさらに活

発化するものと思われます。 
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（3） 地方創生の取り組み 

平成 26 年 11 月に「まち・ひと・しごと創生法」が成立しました。これは、

地方から東京圏への人口流出に歯止めをかけ、東京圏への人口一極集中を是正

し、また、人口減少を克服するため、若い世代が安心して就労し、希望どおり

結婚・妊娠・出産・子育てをすることのできる社会経済環境を実現し、さらに、

特性を生かした魅力ある地域を実現し、地域の中で安全・安心で心豊かな生活

が将来にわたって確保されることを目指しています。そのためには、これまで

の行政主導から、産・官・学・金・労・言が一体となって地域のあり方を考え、

「しごとの創生」と「ひとの創生」の好循環を実現し、「まちの創生」につな

げることが求められています。 

まちづくり、人材育成、就業機会の創出を一体的に推進していくために、そ

れぞれの地域の特性に応じた取り組みが必要になっています。 

 

（4） 地方産業の低迷 

全国的にみて地方の産業・経済は、依然として厳しい局面に立たされていま

す。特に、古くからわが国を支えてきた農業はＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連

携協定）参加問題等から大きな岐路に立たされているとともに、既存商店街の

衰退、事業所の規模縮小や撤退等の状況がみられ、地域全体の活力低下や、こ

れに伴う雇用環境の悪化が大きな問題となっています。 

国において観光立国を掲げ、国際競争力の高い魅力ある観光地域の形成によ

る観光産業の振興を図ることや、農商工観光の連携一体化による６次産業化の

推進等を国の重点施策として打ち出しており、地域としてこれらへの対応も必

要となっています。 

 

（5） 情報通信技術（ＩＣＴ）の発達 

情報通信技術の進展はとどまることなく、医療・福祉や教育といった今まで

とは異なる分野での活用も始まっています。さらに、公共データの活用・オー

プンデータの推進により、行政の透明性・信頼性の向上、国民参加・官民協働

の推進、経済の活性化・行政の効率化が進むことが予想されています。ビッグ

データの活用とあわせて、マーケティング手法を政策に取り入れることにより、
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今までとは違った形での行政サービスが可能となるため、これらの取り組みも

必要になります。 

また、こうした情報通信技術の進展を背景に、「ひと」・「もの」・「情報」の

地球規模での交流がさらに活発化し、身近な日常生活における国際化が急速に

進んでいます。 

 

（6） 環境への負荷の少ない低炭素社会・循環型社会への転換 

地球温暖化、生物多様性の減少、資源の消費量や廃棄物の発生量の増大、酸

性雨、水資源の不足や砂漠化など、環境への負荷の増大が、地球規模で問題と

なっています。 

日常生活や経済活動は地球上の自然環境の中で営まれており、基盤となる環

境を持続的に利用できることが前提となります。このためにも、温室効果ガス

の発生を抑制した低炭素社会、生物多様性が保全された自然共生社会、健全な

物質循環が確保された循環型社会の実現に向けた取り組みを推進する必要が

あります。 

国際的にも活発な議論が行われておりますが、我が国においても、再生可能

エネルギーの利活用や、省エネルギーの取り組み、資源の有効活用などが推進

されており、人々の関心も高まっています。 

生活に密着した個人の取り組みとともに、社会全体として環境保全や環境へ

の負荷の少ない低炭素社会・循環型社会を構築していく必要があります。 
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第２部 基本構想 
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第１章 南国市の将来像 

１ まちづくりの基本理念と南国市の将来像 

（1） まちづくりの基本理念 
序論で見てきた南国市の特性・資源、市民ニーズの動向、南国市を取り巻く

社会の動向にもとづき、新しいまちづくりを進めるうえで、すべての分野にお

いて尊重する基本理念を次のとおり定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 南国市の将来像 
将来像は、本市の 10 年後の姿を示すものであり、南国市のまちづくりの目

指すべき目標となるものです。 

まちづくりの基本理念に則り、本市の特性や資源を最大限に生かし、すべて

の分野にわたって着実に進歩していく必要があります。だれもに、「住んでみ

たい」と思ってもらえ、だれもが、「住んでよかった」と思える 豊かな自然

を暮らしの中に生かすとともに、充実した都市機能を備えた環境の中で、だれ

もが、心豊かに過ごすことのできるまちづくりを実行するために、南国市の将

来像を次のとおり定めます。 
 

 

 
 

 

 

「ひと」が輝く、 

「地域」が輝く、 

「まち」が輝く 南国市 

 

緑とまち、 

笑顔あふれる 南国市 
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２ まちづくりの基本目標 

南国市の将来像の実現に向け、５つのまちづくりの基本目標を次のとおり設

定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標３  

 

産業・交流のまち 

基本目標４  

 

教育・文化のまち 

基本目標２  

 

健康・福祉のまち 

基本目標５  

 

協働・連帯のまち 

基本目標１ 

  

安全・安心のまち 
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３ 人口目標 

本市の将来人口の見通しは序論第２章の３項でみたとおり、現状のまま推

移すれば、平成３２年には 45,000 人程度、さらに計画目標年の平成３７

年には 42,500 人程度になると推計されています。 

わが国全体で人口減少対策が大きな問題となっているなか、本市では恵まれ

た自然条件、生活条件、産業条件を生かしたまちづくりを今後とも積極的に進

め、人口減少に歯止めをかけ、を最小限に食い止め、計画目標年の人口目標を

次のとおりとします。 

 

(注)地方創生の 

「人口ビジョン」 

に合わせて目標 

設定します。 

 
 

＜年齢３区分別人口の目標＞     （単位：人、％） 

 
    （注）平成 22年は国勢調査の実績値。ただし、年齢不詳が 253人いるため階層区分人口の合計と

総人口が不一致。 

       

項目 H22～H32 H32～H37

49,472 46,500 45,500 △ 0.60 △ 0.43

6,592 5,753 5,640
(13.3%) (12.4%) (12.4%)

30,092 26,211 25,477
(60.8%) (56.4%) (56.0%)

12,535 14,536 14,383
(25.3%) (31.3%) (31.6%)

△ 0.21

△ 0.56

年少人口
(15歳未満）

△ 1.29

総人口

老年人口
(65歳以上）

△ 1.27 △ 0.39

平成37年

生産年齢人口
(15～64歳）

1.60

年
平成22年 平成32年

年平均増減率

12,535  14,536  14,383  

30,092  26,211  25,477  

6,592  
5,753  5,640  

49,472  46,500  45,500  

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成22年 平成32年 平成37年 
単位：人 

年少人口 

(15歳未満） 

生産年齢人口 

(15～64歳） 

老年人口 

(65歳以上） 

平成 32年 46,500人 

平成 37年 45,500人 
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第２章 土地利用の基本方針 
土地は本市の産業や住民生活と深く結びついた限りある資源です。私たちが

美しく住みよいまちづくりを推進するためには、公共の福祉と自然環境の保全、

健康で文化的な生活環境の保持を優先的に、長期的な視点に立って、合理的、

計画的な土地利用を推進する必要があります。 

これからのまちづくりにあたっては、基本的には、豊かな自然環境の中で、

コンパクトに都市機能が整備された中心市街地と、これを起点として全市的に

ネットワーク化された道路・交通体系を有する生活自立のまちづくりを目指し

ます。 

本市の市域の半分を占める中山間地域においては、自然環境の保全を目指し、

中心市街地においては、賑わいとうるおいのある住環境の整備を行います。ま

た、農林水産業、商工業、観光など、調和のとれた産業基盤の確立を目指しま

す。さらに、豊富な歴史遺産と、高等教育機関などの研究機関を活用したまち

づくりを目指します。 
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第３章 施策の大綱 
将来像に掲げたまちづくりの５つの基本目標の達成を目指して次のとおり

基本施策を展開します。 

 

１ 安全・安心のまち 

市民アンケートからも明らかなように、安全・安心を求める声はたいへん多

くなっています。だれもが安心して暮らすことのできる地域社会を実現するた

め、防災から防犯、あるいは環境保全など、安全なまちづくりを進めます。 

南海トラフ地震をはじめ、台風や集中豪雨などの風水害に備えた防災施設の

整備や、地域での助け合いの構築など、ハード・ソフト両面での防災施策の充

実を図り、自助・共助・公助の確立に努めます。 

また、交通安全の推進と、地域ぐるみの防犯体制の強化を図り、安全・安心

のまちづくりに努めます。 

そのために、幹線道路網の整備をはじめ、ＩＣＴ時代に対応する情報通信基

盤の整備による、多様な情報社会の形成を図ります。 

さらに、水と緑に包まれた優れた自然環境を誇る市として、環境・景観の保

全と創造に向けた、協働による美化の推進等を図ります。 

 

 

２ 健康・福祉のまち 

人々が豊かな生活をおくるうえでは、まず健康であることが大切です。子ど

もから高齢者まで、だれもが住み慣れた地域、家庭で健康を維持して、安心し

て生活できる社会の実現を目指します。 

各種健診の受診率向上に努めるとともに、予防からはじまる健康指導、食育

を目指した食生活改善事業、あるいは健康体操など、地域ぐるみでの市民の健

康づくりを進めます。 

少子高齢化社会が進行するなか、子育て支援策の充実を図るとともに、行政

だけでなく、地域、家庭が一体となって、社会全体での子育て環境づくりに努

めます。また、だれもがいきがいを持って暮らすことのできるまちづくりを目

指し、各種福祉サービスの向上に努めます。 
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３ 産業・交流のまち 

地域資源を最大限に活用し、地域産業の特色を生かしながら、需要に即した

産業振興に努め、「ひと」と「しごと」を通じて「もの」を作り出す産業活動

ができるまちづくりを目指します。 

過去から集積されてきた優位性を持つ「ものづくり・製造業」や、恵まれた

条件を生かした農業などの基幹産業に関連した「しごと」をつくり、「ひと（雇

用）」を増大させるよう努めます。 

農産物のブランド化に努め、地産地消・地産外商を推進します。同時に、農

業経営の安定化を図るための取り組みを進めます。 

製造業については、企業誘致の促進に努めます。また、小規模経営が多い商

業については、小規模事業者の意欲ある取り組みを支援するとともに、中心市

街地の整備等とあわせて、経営の安定と向上を図ります。 

観光については、近隣自治体とも連携し、観光資源のネットワーク化を図り、

全国に向けた情報発信と観光交流事業により「ひと」の流れを作り出し、交流

人口の増加に努めます。 

市民アンケートで満足度の低かった雇用対策については、市内への就業促進

を図り、市内事業所の良好な就業環境など勤労者福祉の充実に努めます。 

 

 

４ 教育・文化のまち 

こころ豊かで確かな学力が身についた子どもたちの育成を目指して学校・家

庭・地域の連携による特色ある教育活動の推進や学校教育環境の一層の充実を

図ります。同時に、地域とともに青少年健全育成活動を推進します。 

市民一人ひとりが生涯にわたって自主的に学び、スポーツに取り組み、文化

に触れることのできる環境づくりを行い、だれもが心豊かに生きがいのある充

実した生活をおくることのできるまちづくりを進めます。 

本市の貴重な埋蔵文化財等や歴史遺産の調査・保護に努めるとともに、地域

に根ざした伝統文化の継承・普及を進めます。さらに、市民主体の芸術・文化

活動を支援します。 

男女共同参画社会の実現に向けて、女性の社会参画の促進を図ります。また、

すべての人がお互いの人権を尊重し、ともに生きる社会を目指します。 
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５ 協働・連帯のまち 

市民と行政による協働のまちづくり体制の確立を図り、まちづくりへの市民

参画の向上に努めます。 

協働のまちづくりを進めるためには、地域コミュニティの活性化が必要不可

欠です。高齢化と人口減少、世帯人数の減少などにより、希薄となっている地

域でのコミュニティを立て直し、地域の住民がそれぞれの地域の特色と実情に

あったまちづくりに取り組み、地域が自立して、自らの地域を支える共助のま

ちづくりを進めます。 

市民一人ひとりが、安心して心豊かに暮らすことのできるまちづくりを、市

民と行政、その他関係組織が、意識を共有しながら、希望ある「明日の南国市」

の実現を目指して取り組みます。 
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第４次南国市総合計画 施策の体系図 

 

＜５つの基本目標＞ ＜施策の項目＞ 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緑
と
ま
ち 

笑
顔
あ
ふ
れ
る 

南
国
市 

基本目標３  

産業・交流のまち 

１  農林水産業の振興 
２  工業の振興 
３  商業の振興 
４  観光の振興 
５  雇用対策の推進 
 

基本目標１  

安全・安心のまち 

１  防災体制・危機管理体制の強化 
２  消防・救急体制の充実 
３  交通安全・防犯・消費者対策の推進 
４  道路・公共交通網の整備 
５  情報ネットワークの整備 
６  市街地・住環境の整備 
７  住宅対策の充実 
８  自然環境の保全 
９  景観形成と公園・緑地の整備 
10  上下水道の整備 
11 廃棄物処理とリサイクルの推進 
12  計画的な土地利用 
 

基本目標２  

健康・福祉のまち 

１  地域福祉の充実 
２  子育て支援の充実 
３  高齢者支援の充実 
４  障害者支援の充実 
５  社会保障の充実 
６  健康・保健活動の充実 
７  地域医療体制の充実 
 

１  市民参画・協働推進体制の確立 

２  地域活動・コミュニティ活動、ボラン
ティア活動等の充実 

３  移住・定住対策の促進 

４  情報公開と広報広聴の充実 
５  行政運営の充実 
６  財政運営の充実 
７  広域行政の推進 

 

基本目標４  

教育・文化のまち 

１  学校教育の充実 
２  地域教育の充実と青少年健全育成

の推進 
３  生涯学習推進体制・施設の充実 
４  文化活動・文化財保護活動の充実 
５  生涯スポーツ活動の充実 
６  男女共同参画・人権対策の推進 
７  友好交流都市との交流促進と多文

化共生体制の充実 

 

基本目標５  

協働・連帯のまち 


